
 

第２号議案  令和７年度決算[財務諸表等]承認の件 

 
 
 
 
 
 
 
 

法　人　名：公益社団法人　インテリア産業協会

(単位:円)

Ⅰ　資産の部
 1. 流動資産

現金預金 430,922,278
未収金 452,100
棚卸資産 6,937,232
前払金 100,000
前払費用 2,369,020
仮払金 275,000
流動資産合計 441,055,630

 2. 固定資産
(1) 有形固定資産

什器備品 687,252
リース資産 11,728,805
有形固定資産合計 12,416,057

(2) 無形固定資産
ソフトウェア 6,964,419
商標権 81,667
電話加入権 1,086,488
無形固定資産合計 8,132,574

(3) その他固定資産
保証金 22,511,352
長期前払費用 103,345
その他固定資産合計 22,614,697
固定資産合計 43,163,328
資産合計 484,218,958

Ⅱ　負債の部
 1. 流動負債

未払金 102,116
未払費用 87,604,774
未払消費税等 1,412,800
預り金 1,299,336
前受金 5,443,900
短期リース債務 3,296,172
流動負債合計 99,159,098

 2. 固定負債
長期リース債務 8,432,633
職員退職給付引当金 25,672,526
固定負債合計 34,105,159
負債合計 133,264,257

Ⅲ　純資産の部
 1. 一般純資産 350,954,701

純資産合計 350,954,701
負債及び純資産合計 484,218,958

貸借対照表
令和 8年 3月31日現在

科目 当期 前期 増減



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

法　人　名：公益社団法人　インテリア産業協会

(単位:円)

Ⅰ　経常活動区分
経常収益

資産運用益 649,377
受取入会金 100,000
受取会費 17,494,000
事業収益 333,375,625

公１事業収益 125,448,675
収１事業収益 207,926,950

経常収益計 351,619,002
経常費用

事業費 291,310,167
公１事業費 222,812,556
収１事業費 68,497,611

管理費 45,041,144
経常費用計 336,351,311

経常収益費用差額 15,267,691
Ⅱ　その他活動区分
その他収益

その他収益計
その他費用

その他費用計
その他収益費用差額
当期収益費用差額 15,267,691

活動計算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

当期 前期 増減



 
 
 

 
 
 
 
 

法　人　名：公益社団法人　インテリア産業協会

(単位:円)

Ⅰ　一般純資産増減の部
 1. 経常増減の部

(1) 経常収益
資産運用益

受取利息 0 0 649,377 649,377
資産運用益計 0 0 649,377 649,377
受取入会金

受取入会金 0 0 100,000 100,000
受取入会金計 0 0 100,000 100,000
受取会費

正会員受取会費 16,554,000 16,554,000
賛助会員受取会費 470,000 0 470,000 940,000

受取会費計 470,000 0 17,024,000 17,494,000
事業収益

ＩＣ試験事業収益 114,663,450 0 0 114,663,450
ＫＳ試験事業収益 6,468,000 0 0 6,468,000
ＩＣ登録･研修事業収益 0 188,712,150 0 188,712,150
ＫＳ登録事業収益 0 19,214,800 0 19,214,800
インテリア教材普及収益 826,925 0 0 826,925
通信教育事業収益 3,490,300 0 0 3,490,300

事業収益計 125,448,675 207,926,950 0 333,375,625
経常収益計 125,918,675 207,926,950 17,773,377 351,619,002

(2) 経常費用
事業費

期首棚卸高 7,702,461 0 7,702,461
書籍製作費 0 1,259,797 1,259,797
期末棚卸高 △ 5,800,913 △ 1,136,319 △ 6,937,232
役員報酬 4,415,400 1,605,600 6,021,000
給料手当 25,283,993 9,194,180 34,478,173
退職給付費用 754,957 274,530 1,029,487
福利厚生費 4,031,625 1,466,045 5,497,670
人材派遣費 391,097 2,097,675 2,488,772
減価償却費 3,191,820 703,922 3,895,742
旅費交通費 1,216,282 377,269 1,593,551
通信運搬費 8,040,640 12,088,809 20,129,449
消耗品費 1,027,023 144,525 1,171,548
修繕費 45,472 16,535 62,007
消耗什器備品費 0 15,921 15,921
印刷製本費 10,005,982 17,480,137 27,486,119
光熱水料費 266,992 97,088 364,080
調査研究費 1,973,056 0 1,973,056
諸謝金 18,902,009 55,000 18,957,009
租税公課 7,817,195 15,605 7,832,800
サイト運営開発費 2,278,183 4,312,492 6,590,675
委託費 103,147,426 11,640,321 114,787,747
会場費 10,936,512 107,410 11,043,922
会議費 254,476 9,714 264,190
広告宣伝費 197,300 0 197,300
保険料 319,853 9,217 329,070
賃借料 16,321,175 6,661,643 22,982,818
諸会費 63,500 0 63,500
支払手数料 990 495 1,485
雑費 28,050 0 28,050

事業費計 222,812,556 68,497,611 291,310,167

活動計算書内訳表【参考】
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

科目 公益目的事業 収益事業 法人会計 合計



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(単位:円)

管理費
役員報酬 2,007,000 2,007,000
給料手当 11,492,725 11,492,725
退職給付費用 343,163 343,163
福利厚生費 1,832,557 1,832,557
減価償却費 839,659 839,659
旅費交通費 3,315,756 3,315,756
通信運搬費 1,962,864 1,962,864
消耗品費 227,620 227,620
修繕費 85,459 85,459
印刷製本費 2,633,345 2,633,345
光熱水料費 121,360 121,360
租税公課 1,120 1,120
サイト運営開発費 348,837 348,837
委託費 1,597,200 1,597,200
会議費 2,711,660 2,711,660
広告宣伝費 275,800 275,800
賃借料 7,200,599 7,200,599
諸会費 1,857,000 1,857,000
支払手数料 5,495,376 5,495,376
雑費 692,044 692,044

管理費計 45,041,144 45,041,144
経常費用計 222,812,556 68,497,611 45,041,144 336,351,311

当期経常増減額 △ 96,893,881 139,429,339 △ 27,267,767 15,267,691
 2. 経常外増減の部

(1) 経常外収益
経常外収益計

(2) 経常外費用
経常外費用計

当期経常外増減額
他会計振替前当期一般純資産増減額 △ 96,893,881 139,429,339 △ 27,267,767 15,267,691
他会計振替額 64,419,265 △ 64,419,265 0
当期一般純資産増減額 △ 32,474,616 75,010,074 △ 27,267,767 15,267,691
期首一般純資産 305,787,298 78,078,291 △ 48,178,579 335,687,010
期末一般純資産 273,312,682 153,088,365 △ 75,446,346 350,954,701

Ⅱ　指定純資産増減の部
 1. 経常増減の部

(1) 経常収益
経常収益計

(2) 経常費用
経常費用計

当期経常増減額
 2. 経常外増減の部

(1) 経常外収益
経常外収益計

(2) 経常外費用
経常外費用計

当期経常外増減額
他会計振替前当期指定純資産増減額
当期指定純資産増減額
期首指定純資産
期末指定純資産

Ⅲ　期末純資産 273,312,682 153,088,365 △ 75,446,346 350,954,701

科目 公益目的事業 収益事業 法人会計 合計



 
 
 
 
 
 

 1. 重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は、総平均法に基づく原価法を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法
①　什器備品、ソフトウエア、商標権

什器備品は定率法、ソフトウエア、商標権は定額法により減価償却を行っている。
②　リース資産

　　　　　　

（３）引当金の計上基準
退職給付引当金・・・・・自己都合による期末要支給額に相当する金額を計上している。

（４）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

 2. 重要な会計方針等の変更

なお、同運用指針第5項(1)に基づき、貸借対照表及び活動計算書の前事業年度の数値は記載を省略している。

 3. 貸借対照表の注記
(1) 会計区分別内訳

(2) 資産及び負債の状況
別紙１参照

(3) 使途拘束資産（控除対象財産）の内訳と増減額及び残高
別紙２参照

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の内訳と増減額及び残高

(5) 引当金の内訳と増減額及び残高
(単位:円)

 4. 活動計算書の注記
(1) 会計区分及び事業区分別内訳

別紙３参照

(2) 事業費・管理費の形態別区分
別紙４参照

25,672,526

科目 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用 その他

職員退職給付引当金 24,299,876 1,372,650 0 0

350,954,701
総負債 63,776,808 30,865,178 209,239,380 △ 170,617,109 133,264,257
純資産 273,312,682 153,088,365 △ 75,446,346 0

34,105,159
流動負債 63,776,808 30,865,178 175,134,221 △ 170,617,109 99,159,098
固定負債 0 0 34,105,159 0

484,218,958
固定資産 27,077,238 8,114,677 7,971,413 0 43,163,328
総資産 337,089,490 183,953,543 133,793,034 △ 170,617,109

441,055,630

財務諸表に対する注記

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法によっている。

　「公益法人会計基準」（内閣府公益認定等委員会 令和6年12月）及び「公益法人会計基準の運用指針」（内閣府公益認
定等委員会 令和6年12月）を当事業年度の期首から適用している。

(単位:円)

科目 公益目的事業 収益事業 法人会計 内部取引等消去 合計

流動資産 310,012,252 175,838,866 125,821,621 △ 170,617,109

(単位:円)

什器備品 10,336,389 0 0 10,336,389 9,649,137 297,956 0 0 687,252
リース資産 40,341,180 3,595,680 27,456,000 16,480,860 4,752,055 4,309,404 0 0 11,728,805
計 50,677,569 3,595,680 27,456,000 54,273,249 41,857,192 4,607,360 0 0 12,416,057
ソフトウェア 0 7,082,460 0 7,082,460 118,041 118,041 0 0 6,964,419
商標権 100,000 0 0 100,000 18,333 10,000 0 0 81,667
電話加入権 1,086,488 0 0 1,086,488 0 0 0 0 1,086,488
計 1,186,488 7,082,460 0 8,268,488 136,374 128,041 0 0 8,132,574

差引残高

有形固定資産

無形固定資産

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
期末減価

償却累計額
当期償却額

期末現存
損失累計額

当期
減損損失



 
 

【別紙１】

(単位:円)

流動資産
現金 手元保管現金 89,596
当座預金 ゆうちょ銀行 運転資金として 21,961,401
普通預金 みずほ銀行　新宿中央支店 運転資金として 193,483,618

みずほ銀行　新宿中央支店 運転資金として 44,693,956
みずほ銀行　新宿中央支店 （公益充実資金） 40,952,761
みずほ銀行　新宿中央支店 （資産取得資金） 4,068,420

定期預金 みずほ銀行　新宿中央支店
職員に対する退職金の支払いの財源
として使用している

25,672,526

みずほ銀行　新宿中央支店 運転資金として 100,000,000

未収金
㈱テストイベント企画に対するもの
ほか

公益目的事業における通信講座受講
料ほか

452,100

棚卸資産 KSハンドブック　1,185冊 公益目的事業における販売用書籍 1,998,731
通信教育教材　17種類　1,975冊 公益目的事業における通信教育教材 3,748,207
試験委員配布用ICハンドブック　2種
類　72冊

公益目的事業における配布用教材 53,975

ウインドートリートメント実践講座
2種類　531冊

収益事業におけるインテリア実務講
座販売用資産

1,136,319

前払金
（公社）日本インテリアデザイナー
協会に対するもの

次年度年会費 100,000

前払費用
富士ﾌｨﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱に
対するもの

公益目的事業及び管理業務における
次年度保守料

82,676

京王不動産㈱に対するもの 4月分事務所賃料 2,286,344

仮払金
インテリア製図通則研究会　大崎淳
史に対するもの

公益目的事業における助成金の仮払
い

275,000

固定資産
 1. 有形固定資産

什器備品 パソコン等　24点 （公益目的保有財産１） 24
電話設備等　10点 （公益目的保有財産２） 377,975

（法人活動保有財産１） 309,253
リース資産 通信講座　システム開発 （公益目的保有財産３） 3,954,280

パソコン、サーバー、統合システム （公益目的保有財産４） 4,275,989
（法人活動保有財産２） 3,498,536

 2. 無形固定資産
ソフトウェア 有資格者講座・ＷＴ研修システム （公益目的保有財産５） 5,065,032

（法人活動保有財産３） 1,899,387
商標権 インテリア製図の書き方 （公益目的保有財産６） 81,667
電話加入権 14回線 （公益目的保有財産７） 884,187

（法人活動保有財産４） 202,301
 3. その他の固定資産

保証金 京王不動産㈱に対するもの （公益目的保有財産８） 12,381,244
（法人活動保有財産５） 10,130,108

長期前払費用
富士ﾌｨﾙﾑﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱に
対するもの

公益目的事業及び管理業務における
保守料

103,345

資産合計 484,218,958
流動負債

未払金 従業員に対するもの 公益目的事業における旅費交通費 45,424
従業員に対するもの 収益事業における旅費交通費 18,683
従業員に対するもの 管理業務における旅費交通費 38,009

未払費用
㈱ｼｰ･ﾋﾞｰ･ﾃｨ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞに対するもの
他

公益目的事業におけるIC･KS資格試験
実施委託料他

61,323,634

ｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾄ･ｼｽﾃﾑ㈱に対するもの他
収益事業におけるシステム保守委託
料他

25,402,595

㈱ﾈｯﾄﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝｽﾞに対するもの他 管理業務における支払手数料他 878,545
未払消費税等 四谷税務署に対するもの 当期未払消費税額 1,412,800
預り金 役員職員に対するもの 源泉所得税 61,150

役員職員に対するもの 住民税 136,400
各委員に対するもの 源泉所得税 106,836
受験料返金手続き未了者に対するも
の

公益目的事業における第37回IC資格
再試験受験料返金額

994,950

前受金 IC資格更新登録者に対するもの 資格証作成・送付手配未完了分 5,000,600
KS資格更新対象者に対するもの 資格証作成・送付手配未完了分 443,300

短期リース債務
三井ホームリンゲージ㈱に対するも
の

統合システム等のリースに係る短期
リース債務

3,296,172

固定負債

長期リース債務
三井ホームリンゲージ㈱に対するも
の

統合システム等のリースに係る長期
リース債務

8,432,633

職員退職給付引当金 職員に対するもの
職員に対する退職金の支払いに備え
るもの

25,672,526

負債合計 133,264,257
純資産合計 350,954,701

3. 貸借対照表の注記
　(2) 資産及び負債の状況

科目 場所･物量等 使用目的等 金額



 
 

１．公益目的保有財産（継続して公益目的事業の用に供する公益目的事業財産）

２．法人活動保有財産（公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産）

３．公益充実資金

４．資産取得資金（公益以外の法人活動保有財産の取得又は改良）

５．特定費用準備資金(公益以外の特定の活動の実施)
該当なし

６．指定寄附資金（交付者の定めた使途に充てるために保有している財産）
該当なし

前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末 取得時期

3. 貸借対照表の注記
　(3) 使途拘束資産（控除対象財産）の内訳と増減額及び残高 【別紙２】

番号 財産の名称
場所 財産の使用状況

（概要、使用面積、使用状況等）

帳簿価額
不可欠

特定財産
公益充実資金の取り崩し又は剰

余額の解消策に充てた額の管理
面積、構造、物量等

0円 0円 24円
×

1 什器備品
パソコン、レターオープナー、他

公益目的事業の用に供している。 24円 0円

0円 0円 377,975円
×

2 什器備品
電話設備他

公益目的事業の用に供している。 541,851円 163,876円

0円 0円 3,954,280円
×

3 リース資産
ソフトウェア

公益目的事業の用に供している。 5,203,000円 1,248,720円

1,977,624円 0円 4,275,989円
×

4 リース資産
ソフトウェア、他

公益目的事業の用に供している。 3,981,741円 1,683,376円

5,150,880円 0円 5,065,032円
× 当期取得額5,150,880円は、公益充実資金によ

り取得している。当期減少額は、公益充実資

金で取得した減価償却費85,848円である
5 ソフトウェア（充実資金取得）

ソフトウェア
公益目的事業の用に供している。 0円 85,848円

0円 0円 81,667円
×

6 商標権
著作物

公益目的事業の用に供している。 91,667円 10,000円

0円 0円 884,187円
×

7 電話加入権
03-5379-8600

公益目的事業の用に供している。 884,187円 0円

0円 0円 12,381,244円
×

事務所355平方メートル　賃貸
8 保証金

新宿区新宿3-2-1
公益目的事業の用に供している。 12,381,244円 0円

1 什器備品
電話設備他 管 管理運営及び収益事業等の用に供して

いる。

番号 財産の名称
場所

事業区分
（収、管）

財産の使用状況
（概要、使用面積、使用状況等）

帳簿価額

面積、構造、物量等 事業番号

計(A) 23,083,714円 3,191,820円 7,128,504円 0円 27,020,398円

443,333円 134,080円 0円 0円 309,253円
収１

前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末

1,377,308円 1,618,056円 0円 3,498,536円
収１

2 リース資産
ソフトウェア、他 管 管理運営及び収益事業等の用に供して

いる。
3,257,788円

32,193円 1,931,580円 0円 1,899,387円
収１

3 ソフトウェア
ソフトウェア 収

収益事業等の用に供している。 0円

202,301円
管

4 電話加入権
03-5379-8600 管

管理業務の用に供している。 202,301円

5 保証金
新宿区新宿3-2-1 管 管理運営及び収益事業等の用に供して

いる。
10,130,108円

0円 0円 0円

3,549,636円 0円 16,039,585円

0円 0円 0円 10,130,108円
事務所355平方メートル　賃貸 収１

帳簿価額

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末(C)

計(B) 14,033,530円 1,543,581円

47,000,000円 6,047,239円 0円 0円 40,952,761円

番号 資金の名称 収・管
帳簿価額

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

1 新WEBサイト構築積立資産 収 3,000,000円 1,931,580円 0円

0円 4,068,420円

0円 1,068,420円

2 試験問題選定システム積立資産 収 3,000,000円 0円 0円 0円 3,000,000円

控除対象財産の額の合計（A～Fの合計）
前期末 期末

37,117,244円 88,081,164円

計(D) 6,000,000円 1,931,580円 0円



 

 

 
 

 
 

【別紙３】

(単位:円)

経常収益 125,918,675 207,926,950 17,773,377 0 351,619,002

（うち共通受取会費）1 (470,000) (0) (470,000) (0) (940,000)

経常費用 222,812,556 68,497,611 45,041,144 0 336,351,311
経常収益費用差額 △ 96,893,881 139,429,339 △ 27,267,767 0 15,267,691

その他収益 0 0 0 0 0
その他費用 0 0 0 0 0

その他収益費用差額 0 0 0 0 0
他会計振替額 64,419,265 △ 64,419,265 0 0 0
当期収益費用差額 △ 32,474,616 75,010,074 △ 27,267,767 0 15,267,691

1 共通受取会費である賛助会員会費940,000円においては、会費規程第５条の規定に基づき、公益目的事業に50％、法人会計に50％配賦した。

4. 活動計算書の注記
　(1) 会計区分及び事業区分別内訳

科目

公益目的事業会計 収益事業会計

法人会計 内部取引等消去
収１インテリア

プロフェッショナル
育成事業

合計
公１インテリア

コーディネーター等を
育成する事業



 

以上 

【別紙４】

(単位:円)

配賦基準：従事割合
共通費用8,028,000円を公益55:収益20:法人25で按分
配賦基準：従事割合
共通費用45,970,898円を公益55:収益20:法人25で按分
配賦基準：従事割合
共通費用1,372,650円を公益55:収益20:法人25で按分
配賦基準：従事割合
共通費用7,330,227円を公益55:収益20:法人25で按分

配賦基準：使用割合
共通費用3,358,640円を公益55:収益20:法人25で按分
配賦基準：使用割合
共通費用118,041円を公益73:収益27で按分

配賦基準：従事割合
共通費用485,440円を公益55:収益20:法人25で按分

配賦基準：従事割合
共通費用28,802,397円を公益55:収益20:法人25で按分

合計 222,812,556 68,497,611 45,041,144 336,351,311

雑費 28,050 0 692,044 720,094

諸会費 63,500 0 1,857,000 1,920,500

支払手数料 990 495 5,495,376 5,496,861

保険料 319,853 9,217 0 329,070

賃借料 16,321,175 6,661,643 7,200,599 30,183,417

会議費 254,476 9,714 2,711,660 2,975,850

広告宣伝費 197,300 0 275,800 473,100

委託費 103,147,426 11,640,321 1,597,200 116,384,947

会場費 10,936,512 107,410 0 11,043,922

租税公課 7,817,195 15,605 1,120 7,833,920

サイト運営開発費 2,278,183 4,312,492 348,837 6,939,512

調査研究費 1,973,056 0 0 1,973,056

諸謝金 18,902,009 55,000 0 18,957,009

印刷製本費 10,005,982 17,480,137 2,633,345 30,119,464

光熱水料費 266,992 97,088 121,360 485,440

修繕費 45,472 16,535 85,459 147,466

消耗什器備品費 0 15,921 0 15,921

通信運搬費 8,040,640 12,088,809 1,962,864 22,092,313

消耗品費 1,027,023 144,525 227,620 1,399,168

ソフトウェア減価償却費
（充実資金取得）

85,848 32,193 0 118,041

旅費交通費 1,216,282 377,269 3,315,756 4,909,307

人材派遣費 391,097 2,097,675 0 2,488,772

減価償却費 3,105,972 671,729 839,659 4,617,360

退職給付費用 754,957 274,530 343,163 1,372,650

福利厚生費 4,031,625 1,466,045 1,832,557 7,330,227

役員報酬 4,415,400 1,605,600 2,007,000 8,028,000

給料手当 25,283,993 9,194,180 11,492,725 45,970,898

書籍製作費 0 1,259,797 0 1,259,797

期末棚卸高 △ 5,800,913 △ 1,136,319 0 △ 6,937,232

配賦基準

期首棚卸高 7,702,461 0 0 7,702,461

4. 活動計算書の注記
　(2) 事業費・管理費の形態別区分

公益目的事業 収益事業 法人会計 合計


